
別記第１号様式（第７条関係） 

省エネルギー設備導入支援事業計画書 

年  月  日 

 

 北海道知事 様 

 

  省エネルギー設備導入支援事業費補助金交付要綱第７条に基づき次のとおり事業計画書を提

出します。 

 

【１．計画事業名】 

事業の名称 照明設備ＬＥＤ化によるコスト削減事業 

 

【２．事業計画提案者】 

事業者の名称 
北海道省エネ化コンソーシアム 

（注：コンソーシアムの場合はコンソーシアム名を記載） 

 

  （事業者又はコンソーシアム代表者） 

申請者名 株式会社北海道赤レンガ 代表取締役 山田 一郎 

住  所 
〒060-8588 

札幌市中央区北 3条西 6丁目 

業  種 飲食業 資 本 金 5,000万円 

従業員数 
一般被保険者又は職員数      50名 

（うち 臨時雇用・パート      名） 

主な事業内容 飲食店経営 

設立年月日 

及び沿革 
平成 3年 4月 1日 

連絡担当者 

所 属 管理部 

職・氏名 主任 北海道 花子 

電 話 011-123-4567 

Ｆax 011-234-5678 

E-mail hanako@akarenga.lg.jp 

 

  （コンソーシアム構成員又は共同申請者（リース導入の場合）） 

申請者名 株式会社石狩倉庫 代表取締役社長 鈴木 二郎 

住  所 
〒060-8588 

札幌市中央区北 3条西 6丁目 

業  種 飲食業 資 本 金 3,000万円 

従業員数 
一般被保険者又は職員数      30名 

（うち 臨時雇用・パート      名） 

主な事業内容 飲食店経営 

設立年月日 

及び沿革 
平成 7年 4月 1日 

連絡担当者 

所 属 総務部 

職・氏名 マネージャー 石狩 太郎 

電 話 011-345-6789 

Ｆax 011-456-7890 

E-mail tarou@ishikarisouko.lg.jp 

（注１）構成員が２者を超える場合には、構成員欄を増やして記入してください。 

（注 2）コンソーシアムの場合、事業計画書の提出にあたっては、コンソーシアム協定書の写を添付してください。 



【３．事業の内容】 

 (1) 事業概要 

※事業の概要等を記載してください。 

（株）北海道赤レンガと（株）石狩倉庫の省エネ推進のため、照明設備を更新し、経営の改

善・強化を図る。 

 

    

(2) 設備が所在する建物等の住所 

※更新する設備が所在する建物の登記事項証明書を添付してください。 

１．北海道赤レンガカフェ 

     札幌市中央区北 3条西 6丁目 

   ２．カフェ石狩倉庫 

     札幌市中央区北 3条西 7丁目 

 

 

(3) 省エネルギー効果について 

※算定根拠は別添省エネ診断報告書のとおり。 

【建物名：赤レンガカフェ 】 

ア エネルギー削減量（原油換算）    算定根拠資料は必須です 

原油換算 １４．２７ＫＬ／年 削減 

 イ 省エネ率 

   従前の設備に比べ ８０．０％の省エネ効果 

 ウ エネルギーコスト削減量 

２４０千円／年 削減 

 エ ＣＯ２削減量 

      ３４．５ｔ-CO2／年削減 

 

【建物名：カフェ石狩倉庫】 

ア エネルギー削減量（原油換算） 

原油換算 ８．４７ＫＬ／年 削減 

 イ 省エネ率 

   従前の設備に比べ ７６．０％の省エネ効果 

 ウ エネルギーコスト削減量 

１４２千円／年 削減 

 エ ＣＯ２削減量 

      １９．７ｔ-CO2／年削減 

 

【全体：赤レンガカフェ＋カフェ石狩倉庫】 

ア エネルギー削減量（原油換算） 

原油換算 ２２．７４ＫＬ／年 削減 

 イ 省エネ率 

   従前の設備に比べ ７８．４％の省エネ効果 

 ウ エネルギーコスト削減量 

３８２．１２千円／年 削減 

 エ ＣＯ２削減量 

５４．２ｔ-CO2／年削減 

 

 

 

 



 

【４．補助対象事業の実施体制】 

※事業を進める上での協働・連携について、その役割や関係を図等により示してください。 

 
          北海道省エネ化コンソーシアム   

          赤レンガカフェ      発注          

省エネ診断     カフェ石狩倉庫      請負     ○○電気（株） 

省エネルギーセンター            

 

【５．事業により期待される効果（波及効果など）】 

※事業実施により期待される効果・普及啓発効果について、具体的に記載してください。 

・本事業でＬＥＤ照明器具を設置することにより、施設合計で年間約 38 万円の経費削減と

なり、今後電力の料金単価が変わらない場合、○年程度で設備投資の回収が可能となる。 

・省エネ診断で提案のあった○○の改善や○○の更新についても検討を進めることで更なる

省エネが期待できる。 

・今回の取組や成果を、道内飲食店で構成される○○の会で報告するとともに、会社 HP で

公表することにより、地域の省エネ化や環境保全に貢献していきたいと考える。 

 

【６．補助対象事業のスケジュール】 

事業項目 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

赤レンガカフェ LED化     発注     

カフェ石狩倉庫 LED化     発注     

 

【７．補助対象事業費】 

(1) 補助対象事業に要する経費 

(2) 補助金要望額 

(3) 事業者負担額 

14,000,000円(税抜） 

6,700,000円(税抜） 

7,300,000円(税抜） 

 (4) 補助対象事業の経費の区分 

項目 
区

分 
内容 

補助対象事業に 

要する経費 

負担区分 
備考 

補助金要望額 事業者負担額 

赤レンガ

カフェ 
 LED化 8,000,000円 3,800,000円 4,200,000円 

 

カフェ石

狩倉庫 
 LED化 6,000,000円 2,900,000円 3,100,000円 

 

合計   14,000,000円 6,700,000円 7,300,000円  

 

経費の説明  

【赤レンガカフェ】 

・カフェスペースの LED化             見積書に処分費を記載すること 

・厨房の LED化 

Ａ 事業に要する経費        8,000,000円（税抜） 

Ｂ 補助対象経費（産廃処分費）    400,000円（税抜） 

Ｃ＝（Ａ－Ｂ）補助対象経費     7,600,000円（税抜）  

Ｄ＝（Ｃ×１／２）補助金要望額   3,800,000円（税抜） 



【カフェ石狩倉庫】 

・カフェスペースの LED化 

・厨房の LED化 

Ｅ 事業に要する経費        6,000,000円（税抜） 

Ｆ 補助対象経費（産廃処分費）    200,000円（税抜） 

Ｇ＝（Ｅ－Ｆ）補助対象経費     5,800,000円（税抜）  

Ｈ＝（Ｇ×１／２）補助金要望額   2,900,000円（税抜） 

 

【補助対象経費】Ｄ＋Ｈ＝6,700,000円（税抜） 

 

 (5) 事業請負の選定方法 

過去の取引実績をふまえ、3 社から見積書を徴して比較したところ、○○電気（株）が最安

値を提示したため、請負業者として選定した。 

 

 

 

【８．事業計画の概要図・フロー図】 

【事業計画の概要】 

・ＬＥＤへの変更 

赤レンガカフェ：２５０台 

カフェ石狩倉庫：２００台 計 ４５０台 

 ＬＥＤ照明設置図面は別添のとおり 

                   見積書と突合出来る図面であること    

【 事業計画のフロー 】 

 

  見積収集   ＬＥＤ設備について３社より見積書を収集。 

     ↓ 

業者選定   見積合せにより、安価な業者を発注業者として選定する。 

   ↓ 

発    注   事業責任者（代表理事）の決定により、選定業者へ発注を行う。 

   ↓ 

工事施工   工事施工中の進捗管理、組合員店舗への協力要請は事務局が担当する。 

 ↓ 

工事完了   設置工事完了後、事務局が検収（動作確認等）を行う。 

    ↓ 

支 払 い   事業責任者へ検収結果を報告の上、請求書により支払いを行う。 

 ↓ 

実績報告書の提出  支払完了後、早々に実績報告書を作成し提出する。 

 

※添付資料 

(1) 法人の場合、法人事業概要説明書（確定申告書類） 

(2) 法人の場合、決算書（直近２期分/賃借対照表・損益計算書） 

(3) 法人の場合、商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）（発行から６か月以内の原本） 

(4) 更新する設備が所在する建物の登記事項証明書（発行から６か月以内の原本） 

(5) 事業者の事業概要がわかる資料（会社案内等） 

  ※「業種」、「資本金」、及び「従業員数」が確認できるページに付箋を貼り、該当するページに蛍光ペン

等でマーキングしてください。 

(6) 法人のうち、組合等の場合 組合に関する次の①、②の資料 

   ①定款 ②役員名簿、組合員名簿（直接又は間接の構成員がわかるもの） 

(7) 設備導入の仕様がわかるカタログや仕様書等（写し可） 



  ※機器のメーカー名、機種名、型式、性能等の仕様が確認できるページに付箋を貼り、該当部分に蛍光

ペン等でマーキングしてください。 

(8) 導入設備の経費明細が記載された 3 者以上の見積書の写し（税抜きの金額） 

※申請時点で有効な見積書であること。 

(9) 上記の見積の結果一覧（参考見積は、３者以上とし一覧に整理すること。１者の場合は、随意契約理由

書を添付すること） 

(10) 省エネルギー効果の算定資料 

(11) 設備の配置図面（見積書と突合出来ること） 

(12) リースの場合 リース契約書（案）の写し及びリース契約内容等申告書（別記第６号様式） 

(13) コンソーシアムの場合、コンソーシアムの協定書の写し 

※コンソーシアム構成者は、事業計画書の提出にあたり、事業運営や役割分担、機械装置等の購入・管

理などについて、構成員と十分な合意を図っておく必要があります。 


